教私第 1948-2 号
令和７年10月14日
各私立幼稚園設置者　様
大阪府教育庁私学課長
令和７年度 大阪府私立幼稚園預かり保育事業補助金に係る
事業計画書等の提出について（依頼）
標記について、下記のとおり関係書類等を提出いただきますようお願いします。
記
１．対象施設
　　私学助成園（新制度へ移行していない園）　※預かり保育を実施していない園も提出してください。
２．提出について
　　次の（１）及び（２）の両方により提出してください。
※預かり保育を実施していない園は（１）及び（２）にかかるＡの資料のみ提出してください。
※各種様式は、大阪府ホームページ「幼稚園への通知・照会」34番に掲載しています。
	（１）
	方法
	インターネット申請　※下記から申請画面へ移動してください。
インターネット申請はこちら

	
	期限
	令和７年11月５日（水曜日）　※期限後は申請画面を閉鎖します。

	
	提出
資料
	次のＡ､Ｂの電子データ（1つのExcelファイルにまとまっています）
Ａ.令和７年度預かり保育関連事業に係る事業計画書の送付状（様式１）

Ｂ.令和７年度預かり保育関連事業に係る事業計画書（様式１-２･２-１･３-１,２,３）
※様式３-１,２については、10月まで実績を入力してください。
様式３-２の11月分、３-３の12～３月分については、入力不要です。

	（２）
	方法
	郵送　※宛先は通知文下段に記載しています。

	
	期限
	令和７年11月７日（金曜日）当課必着　※余裕をもって発送してください。

	
	提出
資料
	次のＡ､Ｂ､Ｃの紙媒体
Ａ.令和７年度預かり保育関連事業に係る事業計画書の送付状（様式１）
Ｂ.令和７年度預かり保育関連事業に係る事業計画書（様式１-２･２-１･３-１,２,３）
※様式３-１,２については、10月まで実績を入力してください。
様式３-２の11月分、３-３の12～３月分については、入力･提出不要です。
Ｃ.各種資料（様式１-２「６ 提出書類」④～⑦）


３．注意事項
・上記２（１）及び（２）のいずれか一方しか提出がない場合や、書類に不備･不足がある場合は、
提出を受け付けません。
・補助金等実地調査において、以下の指摘を受ける園が散見されます。補助金返還に至った事例もありますので、事業計画書の作成及び提出にあたっては、十分に注意いただきますようお願いします。
□ 預かり保育補助金とその他補助金で補助対象人件費が重複している（人件費を按分していない）。
□ 補助対象となる担当教員数の計算に無資格者を含んでいた。
□ 預かり担当教員・利用園児・預かり実施時間等、根拠となる情報を日々記録していない。

【提出先・問い合わせ先】


　〒540-8570　大阪市中央区大手前3-1-43　大阪府庁新別館南館　10階


大阪府私学課　幼稚園振興グループ　國村　（電話）06-6210-9273








